
令和７年度石岡市通学者定期券購入費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は，若い世代の転出抑制及び本市への移住促進を図るため，鉄道を利用

する通学者に対し，予算の範囲内で補助金を交付するものとし，当該補助金の交付につ

いては，石岡市補助金等交付規則（平成17年石岡市規則第57号）に定めるもののほか，

この告示の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 住所を有する者 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第５条の規定により住民

基本台帳に記録されている者をいう。 

(2) 通学者 学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定する大学，大学院，短期大学，

高等専門学校（４年生以上に限る。）及び専修学校（専門課程に限る。）に通うため

に鉄道を利用する者をいう。 

(3) 市税 本市に係る市民税，固定資産税，都市計画税，軽自動車税及び国民健康保険

税をいう。 

(4) 通学手当等 本市以外の者から支給される通学手当その他これに準じる通学に係る

交通費に対する手当をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は，次の

各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 第７条に規定する資格認定申請書の提出又は電子申請のあった日から令和８年３月

31日までの間に引き続き本市に住所を有する者であること。ただし，市長がやむを得

ない事情があると認める場合は，この限りでない。 

(2) 石岡駅，高浜駅，羽鳥駅又は神立駅を起点とする通学定期券を利用している通学者

であること。 

(3) 当該年度において18歳以上30歳以下の年齢に達する日がある者（当該年度中に30歳

であった日があり，その後当該年度中に31歳に達した者を含む。）であること。 

(4) 補助対象者及び補助対象者が属する世帯の世帯員に市税の滞納がないこと。 



 

(5) 補助対象者が，生活保護法（昭和25年法律第144号）による生活保護を受けていな

いこと。 

(6) 補助対象者，補助対象者が属する世帯の世帯員及び同居者が，暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団

員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者でないこと。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は，１月当たりの金額（高浜駅，羽鳥駅又は神立駅

から乗車する場合は，石岡駅を起点として換算した額）が9,000円を超える通学定期券

の購入に要した経費とする。ただし，購入した通学定期券の有効期限が３月以前から継

続して４月に及ぶときは，３月31日に有効期限が終了したものとみなす。 

（補助対象期間） 

第５条 補助金の交付対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は，令和７年４

月１日から令和８年３月31日までとする。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は，１月当たりの通学定期券の額から通学手当等を差し引いた額（１

月に満たない月がある場合は，１月当たりの通学定期券の額を30で除した数に１月に満

たない期間の日数を乗じた額を加算する。）の３分の１とし，月額3,000円を上限とす

る。ただし，100円未満の端数が生じた場合は，これを切り捨てるものとする。 

（資格審査） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，通学者定期券

購入費補助金資格認定申請書（様式第１号）及び誓約書兼同意書（様式第２号）の提出

又は電子申請により，次に掲げる書類を添えて，市長が定める期日までに申請しなけれ

ばならない。 

(1) 在学を証する書類 

(2) 通学定期券の写し 

(3) その他市長が必要と認める書類 

 （資格の認定） 

第８条 市長は，前条の規定による資格認定の申請があった場合は，その内容を審査し，

第３条に規定する補助対象者と認めるときは，通学者定期券購入費補助金資格認定通知

書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 



 

２ 市長は，前項の通知に当たって，必要な指示又は条件を付することができる。 

３ 市長は第１項に係る審査を行い，不適当と認めるときは，通学者定期券購入費補助金

資格不認定通知書（様式第４号）により，申請者に通知するものとする。 

（補助金の申請） 

第９条 前条第１項の規定による認定を受け，補助金の交付を申請する者（以下「交付申

請者」という。）は，市長が定める期日までに，通学者定期券購入費補助金交付申請書

兼実績報告書（様式第５号）に，次に掲げる書類を添えて，市長に提出しなければなら

ない。 

 (1) 期間中に利用した定期券の写し 

 (2) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の決定） 

第10条 市長は，前条の規定による補助金の交付の申請を受けた場合は，その内容を審査

し，適当と認めるときは，補助金の額を確定し，通学者定期券購入費補助金交付決定通

知書兼確定通知書（様式第６号）により交付申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第11条 前条に規定する通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）は，通学者定期

券購入費補助金請求書（様式第７号）により，市長に対しその定める期日までに補助金

の交付を請求しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第12条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，既に決定した補助金の交付を取

り消し，又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返納又は返還を命ずることがで

きる。この場合において，補助金の返還額の算定は，利用期間等を考慮し，市長が決定

し，通学者定期券購入費補助金返納・返還命令通知書（様式第８号）により通知するも

のとする。 

(1) 第３条に規定する補助対象者の要件を有しなくなったとき。 

(2) 偽りの申請その他不正行為により，補助金の交付を受けたとき。 

(3) 通学定期券の払戻しをしたとき。 

(4) 第三者に譲渡又は売却等の行為を行ったとき。 

(5) 通学以外の用途で使用したとき。 

(6) 交付決定に瑕疵のあるとき。 



 

(7) その他市長の指示又は条件に従わなかったとき。 

２ 市長は，前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において，交付決定

者に損害が生じても，その賠償の責めを負わない。 

（調査） 

第13条 市長は，補助金の適正な交付のために必要な範囲において交付決定者に対し，必

要な調査をすることができる。 

２ 市長は，前項の調査の結果，不適切と認められるときは必要な措置を講じるものとす

る。 

（台帳の整備） 

第14条 市長は，補助金の処理に関する台帳により諸記録を整備し，管理するものとする。 

（その他） 

第15条 この告示に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は，令和７年４月１日から施行する。 

 （令和６年度石岡市通学者定期券購入費補助金交付要綱の廃止） 

２ 令和６年度石岡市通学者定期券購入費補助金交付要綱（令和６年石岡市告示第287号

）は，廃止する。 

 

 


